
４４    ままととめめ  

 冬期は、平均気温が比較的高い南部地域（大師局・田島

局・川崎局・幸局）、中程度の中部地域（中原局・高津局）、

低い北部地域（宮前局・多摩局・麻生局）の３つの地域に

分けられる傾向が I・II 期で見られたが、中部地域の平

均気温が III・IV 期に南部地域と同程度まで上昇したた

め、直近の VI期では北部地域と中部・南部地域といった

２つの地域に分けられる傾向に変化した。 

 春期は、期間を通して麻生局の平均気温の低さが目立

ち、他地点は差の小さい気温分布となっており、VI期に

なるにつれて全市的に平均気温が上昇していたが、地域

によって上昇幅に若干の差が見られた。 

 夏期は、II期に中部・南部地域の平均気温が上昇し、

III期には北部地域も上昇し、平均気温の低い傾向の麻生

局も含めてVI期には全市的に気温が上昇しており、市内

の気温差は小さくなっていた。 

 秋期は、I期や II期は北部・中部・南部の３つの地域

に分けられる傾向が見られたが、南部との差が小さい中

部地域はIII期に南部地域と同程度にまで気温が上昇し、

V期には北部地域と中部・南部地域の２つの地域に分けら

れる傾向に変化していたが、続く VI期の境界は高津局と

中原局の間に南下していた。 

 平均最低気温については、I期や II期では北部・中部・

南部地域の３つに分けられていたが、III期以降は中部地

域の平均気温が上昇することで南部と同程度になり、概

ね北部地域と中部・南部地域の２つに分けられる差の小

さい分布になっていた。 

 全市的に気温は上昇傾向にあったが、地域によって上

昇幅などが異なる傾向が見られた。 

 

文文献献  

1) 川崎市：川崎市気候変動レポート、 

http://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000075164

.html、（2016年３月） 

2) 気象庁：ヒートアイランド監視報告 2017、 

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/himr/h30/ind

ex.html、（平成 30年６月） 

3) 川崎市：市内における夏期の気温分布調査、 

http://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000082028

.html、（平成23年度～平成30年度） 

 

 

 

川川崎崎市市ににおおけけるる微微小小粒粒子子状状物物質質  ((PPMM22..55))  のの成成分分組組成成  ((22001188年年度度))  

Chemical Characteristic Analysis of PM2.5 in the Ambient Air on Kawasaki City (2018) 
 

  

  

  

要要旨旨  

大気中の微小粒子状物質による汚染状況を把握するため、一般環境として田島及び高津の２地点、道路沿道と

して池上１地点の計３地点で PM2.5のサンプリングを各季節２週間実施し、PM2.5質量濃度、水溶性イオン成分、

炭素成分、水溶性有機炭素成分、無機元素の分析を行った。また、成分分析データを用いて CMB法及び PMF法に

より、発生源寄与率の推定を試みた。その結果、2018年度の PM2.5年平均値は田島 10.7 g/m3、高津 10.8 g/m3、
池上 12.2 g/m3であった。PM2.5 中の水溶性イオン成分は、NO3- 、SO42-、NH4+といった二次生成粒子成分が大半

を占め、炭素成分は、有機炭素は一般環境と道路沿道で大きな差異がみられなかったが、元素状炭素は道路沿道

で濃度が高かった。発生源寄与率の推定では、本市の発生源の特徴である石油燃焼、鉄鋼工業や自動車排気の寄

与が確認された。 

 

キーワード：PM2.5、成分組成、寄与率 

Key words：PM2.5, Chemical composition, Contribution rate 
 

１１  ははじじめめにに  

環境基本法では、粒径 2.5 m以下 (50 %カット) の

大気中の微小粒子状物質 (以下、PM2.5)の環境基準は

「１年平均値 15 g/m3以下であり、かつ１日平均値
35 g/m3以下であること」と定められている。 

また、PM2.5の対策を推進するうえで、PM2.5やその

前駆物質の大気中の変化等に関する知見が十分でない

ことから、環境省は 2011 年７月に「微小粒子状物質

（PM2.5）の成分分析ガイドライン」を、2012 年４月

に「大気中微小粒子状物質（PM2.5）成分測定マニュア

ル」（以下、成分測定マニュアル 1））を策定し、さらに

2013年６月、2014年７月及び 2016年４月に成分測定

マニュアルを一部改訂し、PM2.5 の濃度及び成分組成

の実態把握を図っている。 

本市では、2003年度からマルチノズルカスケードイ

ンパクターサンプラーを用いて粒径 2.5～10 m の粗
大粒子と PM2.5について分粒捕集を行い、粒子状物質

濃度及び成分組成の調査を実施している 2)。 

2018 年度の調査においても、FRM2025i サンプラー 

(Thermo Fisher Scientific社製) (FRM認証機) を用

い、各季節で２週間による PM2.5のサンプリングを実

施した。 

本稿では、本市における PM2.5の実態を把握するた

め、PM2.5 質量濃度、水溶性イオン成分、炭素成分、

水溶性有機炭素成分、無機元素を分析し、さらにその

成分分析データを用いて発生源寄与率の推定を試みた

ので、それらの結果について報告する。 

  

  

  

２２  調調査査方方法法  

22..11  調調査査地地点点  

 調査地点を図 1に示す。一般環境の調査地点として

は、田島一般環境大気測定局(以下、田島) 、高津一般

環境大気測定局 (以下、高津) の２地点とした。道路

沿道の調査地点としては、池上自動車排出ガス測定局 

(以下、池上) の１地点とした。 

 

 

図１ 調査地点 

(一般環境:①田島、②高津、道路沿道:③池上) 

 

22..22  試試料料採採取取  

 PM2.5の捕集には、FRM2025iサンプラーを用い、各

調査地点に２台ずつ設置した。捕集用フィルタには、

質量濃度、無機元素の測定用として、四ふっ化エチレ

ン樹脂製である PTFEフィルタ (Pall 社製 Teflo) を

使用した。また、水溶性イオン成分、炭素成分、水溶

性有機炭素成分の測定用として、石英繊維フィルタ 

(Pall社製 Pallflex 2500QAT-UP) を使用した。 
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22..33  調調査査期期間間  

 調査は、2018年４月から 2019 年３月までの春夏秋

冬で各２週間、年間で計 56回のサンプリングを実施し

た。詳細な調査日程は表１のとおりであり、10時から

翌日 10時までの 24時間サンプリングとした。 

 

表１ 2018年度の調査日程 

 
春季 夏季 秋季 冬季 

1日目 5月 9日 7月 19日 10月 18日 1月 17日 

2日目 5月 10日 7月 20日 10月 19日 1月 18日 

3日目 5月 11日 7月 21日 10月 20日 1月 19日 

4日目 5月 12日 7月 22日 10月 21日 1月 20日 

5日目 5月 13日 7月 23日 10月 22日 1月 21日 

6日目 5月 14日 7月 24日 10月 23日 1月 22日 

7日目 5月 15日 7月 25日 10月 24日 1月 23日 

8日目 5月 16日 7月 26日 10月 25日 1月 24日 

9日目 5月 17日 7月 27日 10月 26日 1月 25日 

10日目 5月 18日 7月 28日 10月 27日 1月 26日 

11日目 5月 19日 7月 29日 10月 28日 1月 27日 

12日目 5月 20日 7月 30日 10月 29日 1月 28日 

13日目 5月 21日 7月 31日 10月 30日 1月 29日 

14日目 5月 22日 8月 1日 10月 31日 1月 30日 

 

22..44  分分析析方方法法  

分析は、成分測定マニュアル 1）に準拠して実施した。 

22..44..11  フフィィルルタタのの秤秤量量  

PTFEフィルタは、温度 21.51.5 ℃、相対湿度 355 %
の恒温室で 24 時間以上静置して恒量とした後、

METTLER TOLEDO 社製 電子天秤 XP6を用い秤量した。

なお、秤量は同条件で捕集前後に行った。また、ブラ

ンクフィルタを同時に５枚秤量し、捕集前後の秤量誤

差を補正した。 

22..44..22  水水溶溶性性イイオオンン成成分分  

水溶性イオン成分８項目 (Cl-、NO3-、SO42-、Na+、NH4+、

K+、Mg2+、Ca2+) の分析はイオンクロマトグラフ法によ

り行った。 

石英繊維フィルタを２等分にカットしたうちの一方

（以下、1/2試料）を栓付プラスチック試験管に入れ、

超純水10mLを加えた後、超音波抽出を10分間行った。

その後、抽出液の全量をディスポーザブルシリンジに

取り、メンブレンフィルタ（アドバンテック社製 PTFE 

0.20m）でろ過したろ液のうち 0.6mLを分析用試料と

して採取し、イオンクロマトグラフ装置（DIONEX社製 

ICS-2100/1600）で分析した。測定条件を表２に示す。 

 

 

 

表２ イオンクロマトグラフ測定条件 

 
陰イオン

（ICS-2100） 

陽イオン

（ICS-1600） 

カラム 
IonPac AS20 

4×250 mm 

IonPac CS16 

5×250 mm 

溶離液 
15-50 mmol/L 

水酸化カリウム 

30 mmol/L 

メタンスルホン酸 

流量 1.0 mL/min 1.0 mL/min 

サプレッサー

電流値 
130 mA 90 mA 

試料注入量 25 L 25 L 

 

22..44..33  炭炭素素成成分分  

 有機炭素（以下、OC）及び元素状炭素（以下、EC）

は、石英繊維フィルタを１cm2に打ち抜いたものを分析

用試料とし、Chowら 3)の分析法を参考として、カーボ

ンアナライザー  (SUNSET Laboratory 社製  Lab 

Instrument Model) を用いた IMPROVEプロトコルの反

射光補正により分析した。測定条件を表３に示す。 

 

表３ 炭素分析の炭素フラクションと測定条件 

フラクション 設定温度 (℃) 分析雰囲気 

OC1 120 He 

OC2 250 He 

OC3 450 He 

OC4 550 He 

EC1 550 98%He+2%O2 

EC2 700 98%He+2%O2 

EC3 800 98%He+2%O2 

 

22..44..44  水水溶溶性性有有機機炭炭素素成成分分  

水溶性有機炭素（以下、WSOC）は、水溶性イオン成

分の分析にあたって作成したろ液の残り全てを分析用

試料とし、全有機体炭素計 (analytikjena社製 multi 

N/C 3100) を用い、Non-Purgeable Organic Carbon法 

(NPOC法) で分析した。 

22..44..55  無無機機元元素素  

無機元素 29項目 (Na、Al、K、Ca、Sc、Ti、V、Cr、

Mn、Fe、Co、Ni、Cu、Zn、As、Se、Rb、Mo、Sb、Cs、

Ba、La、Ce、Sm、Hf、Ta、W、Pb、Th)は、サポートリ

ングを取り除いたPTFEフィルタの1/2試料を分解容器

に入れ、硝酸 2.5mL、ふっ化水素酸１mL、過酸化水素

水 0.5mLを加え、分解容器を密閉したのちマイクロウ

ェーブ試料分解装置 (analytikjena社製 TOPwave) を

用いて加熱分解した。試料が分解されていることを確

認し、分解容器ごとホットプレートで加熱し、試料が

１滴程度になるまで蒸発させた。その後、２%硝酸で

15mLに定容したものを分析用試料とし、高周波誘導結

合プラズマ質量分析装置 (Agilent 社製 7700x) で分

析した。 
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３３  分分析析結結果果及及びび考考察察  

33..11  質質量量濃濃度度  

 各調査地点における PM2.5質量濃度の年平均値を表

４に、季節変化を図２に、日平均値推移を図３に示す。 

PM2.5 質量濃度の年平均値は一般環境より道路沿道

で高かった。平均値が最も高濃度を示した季節は全て

の地点で春季であった。最も低濃度を示した季節は田

島、池上は秋季、高津は夏季であった。各季節２週間

ずつの調査であることから、気象状況等の影響により

傾向は毎年異なる。 

また、図３に示した通り、春季の９日目に田島で

35g/m3を超えた（35.7g/m3）。 

 

表４ PM2.5質量濃度の年平均値(g/m3) 

 
一般環境 道路沿道 

 
田島 高津 池上 

質量濃度 10.7 10.8 12.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ PM2.5質量濃度の季節変化 

 

  

  

  

33..22  水水溶溶性性イイオオンン成成分分  

各調査地点における水溶性イオン成分の年平均濃度

を表５に、季節変化を図４に示す。 

PM2.5 中の水溶性イオン成分は、いずれの調査地点

においても NO3-、SO42-、NH4+といった二次生成粒子（大

気中に放出されたときは気体で、その後に反応等によ

り凝集粒子化したもの）を構成する主要成分が大半を

占めており、年平均濃度をみると、NO3-は田島 0.81 

g/m3、高津 0.79 g/m3、池上 0.97 g/m3、SO42-は田島

2.8 g/m3、高津 2.6 g/m3、池上 3.0 g/m3、NH4+は田

島 1.1 g/m3、高津 1.1 g/m3、池上 1.3 g/m3であり、
臨海部に近い田島及び池上でわずかに高い傾向であっ

た。また、PM2.5 中の総イオン濃度は、質量濃度と同

様に全ての地点で春季が最も高く、これは 2017 年度
4)と同じ傾向であった。  

陰イオンに着目すると、年平均では NO3-や SO42-がそ

のほとんどを占めた。NO3-は冬季に高く、次いで春季

と秋季が高く、逆に夏季はわずかであったが、これは

気温が低くなるほど NO3-に係る気体と粒子の平衡が粒

子側に傾くためと考えられる。一方、SO42-は春季や夏

季に高く、これらの季節に二次生成反応が活発であっ

たと考えられる。 

 

表５ 水溶性イオン成分の年平均濃度 (g/m3) 

 
一般環境 道路沿道 

 
田島 高津 池上 

Cl- 0.10 0.10 0.14 

NO3- 0.81 0.79 0.97 

SO42- 2.8 2.6 3.0 

Na+ 0.12 0.10 0.11 

NH4+ 1.1 1.1 1.3 

K+ 0.066 0.068 0.083 

Mg2+ 0.016 0.015 0.019 

Ca2+ 0.072 0.051 0.084 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ PM2.5質量濃度の日平均値推移 
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図４ 水溶性イオン成分濃度の季節変化 

33..33  炭炭素素成成分分  

 各調査地点における OC及び ECの年平均濃度を表６

に、季節変化を図５に示す。 

PM2.5中の OCの年平均濃度は、田島 3.4 g/m3、高
津 3.9 g/m3、池上 3.5 g/m3であり、ECは、田島 0.69 

g/m3、高津 0.63 g/m3、池上 1.5 g/m3であった。OC

は一般環境と道路沿道で大きな差異はみられなかった

が、ECは道路沿道で高かった。 

 季節変化については、EC濃度は季節による一貫した

傾向はみられなかったが、OC濃度は夏季にやや高い傾

向を示した。 

表６ 炭素成分の年平均濃度(g/m3) 

 
一般環境 道路沿道 

 
田島 高津 池上 

OC 3.4 3.9 3.5 

EC 0.69 0.63 1.5 
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33..44  水水溶溶性性有有機機炭炭素素成成分分  

 PM2.5中の二次有機粒子の指標となるWSOCを定量し、

OC から WSOC を差し引いたものを非水溶性有機炭素 

(以下、WIOC) とした。 

各調査地点におけるOC中のWSOCとWIOCの年平均濃

度を表７に、季節変化を図６に、OC中の WSOCと WIOC

の割合を図７に示す。 

WSOCの年平均濃度は、田島 1.9 g/m3、高津 2.3 g/m3、
池上 2.1 g/m3であった。季節ごとの WSOCの変化をみ

ると、濃度については夏季がやや低いものの、季節に

よる違いはわずかである一方、OCに占める割合につい

ては、秋季や冬季が比較的高く、次いで春季で、夏季

は低かった。 

OC中の WSOCと WIOCの割合をみると、WSOCの割合は

田島 57%、高津 59%、池上 59%であり、一般環境と道路

沿道に差異はほとんどみられなかった。 

 

表７ WSOCと WIOCの年平均濃度(g/m3) 

 
一般環境 道路沿道 

 
田島 高津 池上 

WSOC 1.9 2.3 2.1 

WIOC 1.5 1.6 1.5 
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図７ WSOCと WIOCの割合 

 

33..55  無無機機元元素素  

各調査地点における無機元素の年平均濃度を表８に

示す。 

年平均濃度が高かったのは Na、Al、K、Ca、Feであ

った。これらの元素は、自然発生源由来である海塩粒

子 (Na、K) や土壌粒子 (Al、Ca、Fe) に多く含まれて

おり、他の元素と比べて環境中に多く存在しているた

め、濃度が高くなったと考えられる。また、地点で比

較したときに内陸部の高津に比べて臨海部の田島と池

上で濃度が高い V、Cr、Mn、Fe、Ni、Moは固定発生源

の影響、道路沿道である池上で濃度が高い Cu、Ba、Sb

は移動発生源の影響を受けたものと推測される 5)～7)。 

また季節ごとの特徴として、重油燃焼の指標である

V、Ni で、南風が卓越する夏季において濃度が高くな

る傾向がみられた。 

なお、Sc、Cs、Sm、Hf、Ta、Thは含有量がごく少な

く、ほとんどが検出下限値未満であった。 

33..66  発発生生源源寄寄与与率率のの推推定定  

33..66..11  CCMMBB法法 

2018年度の PM2.5成分分析データを用いて、CMB法

（Chemical Mass Balance 法）による解析を行った。

CMB 法は、発生源と環境の化学種の組成（発生源プロ

ファイル）から、発生源の寄与を求める方法である。 

環境省の公表している報告書のプロファイル 8)から、 

道路粉じん、海塩粒子、鉄鋼工業、石油燃焼、廃棄物 

焼却、自動車排気、ブレーキ粉じんの７種を抜き出し、 

さらに独自に硫酸アンモニウム、硝酸アンモニウム、

有機炭素を追加し解析に用いた。ソフトウェアは、花

石竜治氏が公開している CMB8Jを用いた 9)。 

CMB法による解析の対象となるのは一次粒子のみで 

あるが、PM2.5を構成する成分の多くは二次生成粒子

であることから、先述のとおりプロファイルに追加し、

寄与率（図８）を算出した。 

図８をみると、年間を通して硫酸アンモニウム、硝

酸アンモニウム、有機炭素といった二次生成に係る発

生源の合計寄与の割合が大きい傾向にあり、それ以外

では、石油燃焼や自動車排気、土壌・道路粉じんの割 

 

表８ 無機元素の年平均濃度 (ng/m3) 

 
一般環境 道路沿道 

 
田島 高津 池上 

Na 110 110 120 

Al 36 49 46 

K 77 86 96 

Ca 65 57 79 

Ti 3.4 4.8 4.3 

V 7.3 3.1 8.0 

Cr 5.7 0.86 4.3 

Mn 10 6.6 17 

Fe 320 120 290 

Co 0.59 0.055 0.12 

Ni 5.8 1.3 4.3 

Cu 4.0 3.1 5.2 

Zn 34 23 40 

As 0.97 0.58 0.78 

Se 0.72 0.73 0.94 

Rb 0.23 0.23 0.34 

Mo 5.0 0.84 4.4 

Sb 0.76 0.78 1.1 

Ba 2.3 3.5 4.3 

La 0.082 0.070 0.11 

Ce 0.13 0.12 0.18 

W 0.42 0.31 0.52 

Pb 4.5 3.3 6.5 

 

合が比較的大きかった。 

地点の特徴として、臨海部の田島や池上における石

油燃焼や鉄鋼業が内陸部の高津と比較して大きな寄与

を示した。これは、田島及び池上の近傍にある臨海部

の発生源の影響をより強く反映したものと考えられる。

また自動車排気について、秋季や冬季に道路沿道であ

る池上で他の２地点より寄与が大きく、春季は高津の

寄与が大きいものの、年平均でも池上における寄与が

大きく、自動車の影響が反映されたものと考えられる。

季節ごとの特徴としては、硝酸アンモニウムの割合が

冬季に高く、これは気温の低下により二次生成した硝

酸アンモニウムの平衡が粒子側に傾いた影響が推定さ

れる。また石油燃焼の割合が特に夏季に高く、南風が

卓越する夏季において臨海部の発生源の影響がより強

く表れたものと考えられる。 

なお、2018年度の調査で質量濃度の平均値が最も高

かった季節は春季であったが、2017年度の調査でも同

様に春季で最も高い値を示していた 4)。ただし 2018年

度の春季と 2017年度の春季の比較では、2018 年度の

春季の方が低かった。これについて、CMB 法による解

析結果を比較すると、硫酸アンモニウム、硝酸アンモ

ニウムの寄与の減少が目立つことから、2018年度の春

季は 2017 年度の春季に比べて二次生成反応が低調で
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あったことが要因として考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ CMB法による発生源寄与率 

 

33..66..22  PPMMFF法法  

2018年度の PM2.5成分分析データを用いて、PMF法

（Positive Matrix Factorization 法）による解析を

行った。PMF 法は、集めた多くのデータを元に内在す

る変動要素を統計的な処理により因子として分解する

手法で、発生源プロファイルを必要とせずに発生源解

析が可能である 10)。ソフトウェアは、アメリカ合衆国

の環境保護庁が公開している PMF5.0を用いた 11)。 

解析にあたっては、今回測定した成分分析データの

うち、指標元素となり得る NO3-、SO42-、NH4+、Na+、Mg2+、

OC、EC、Al、K、Ca、V、Cr、Mn、Fe、Ni、Cu、As、Se、

Sb、Ba、Pb、Cdの 22成分を用いた。なお、検出下限

値未満の値は、検出下限値の 1/2として扱った。次に

因子数について、繰り返し計算に基づく堅牢性の確認

等により７に決定した。次に発生源の要素として硫酸

系二次粒子、硝酸系二次粒子、二次有機粒子、石油燃

焼、石炭燃焼、鉄鋼業、廃棄物燃焼、バイオマス燃焼、

自動車排気、ブレーキ粉じん、海塩粒子、土壌粒子を

設定し、得られた７つの因子について構成成分の情報

をもとに発生源要素を振り分け、寄与率（図９）を算

出した。 

図９をみると、CMB 法に比べて季節による寄与率の

変化が大きく、春季と夏季は硫酸系二次粒子＋二次有

機粒子、秋季は廃棄物焼却＋石炭燃焼＋海塩粒子＋バ

イオマス燃焼と自動車排気＋ブレーキ粉じん、冬季は

硝酸系二次粒子と自動車排気＋ブレーキ粉じんの割合

が高かった。春季及び夏季は光化学反応により二次生

成が活発化した影響、秋季は野焼きをはじめとするバ

イオマス燃焼の影響、冬季は気温の低下により二次生

成した硝酸アンモニウムの平衡が粒子側に傾いた影響

が推定される。 

また地点の特徴として、臨海部の田島や池上におけ

る石油燃焼や鉄鋼業が内陸部の高津と比較して大きな

寄与を示し、道路沿道である池上では、全ての季節を

通じて他の２地点より自動車排気＋ブレーキ粉じんの

寄与が大きかった。それぞれ、臨海部の発生源の影響

や自動車の影響をより強く反映したものと考えられる。 

33..66..33  発発生生源源寄寄与与率率のの推推定定結結果果及及びび考考察察  

今回行った CMB法と PMF法による解析結果を併せて

みると、寄与率を直接比較するには難があるものの、

石油燃焼、鉄鋼工業や自動車排気などは季節及び地点

における特徴が一定程度、同様の傾向を示し、本市に

おける PM2.5各発生源寄与の実態を少なからず反映し

ていると考えられる。 

しかし、CMB法では解析に用いる発生源プロファイ

ルが本市の実態を反映しているとは限らないこと、PMF

法では分離が不十分となることなど、いずれの解析法

においても問題点があるため、それらを解決していく

ことで、より精度の高い発生源寄与率の推定ができる

ものと考えられる。  
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解析にあたっては、今回測定した成分分析データの

うち、指標元素となり得る NO3-、SO42-、NH4+、Na+、Mg2+、

OC、EC、Al、K、Ca、V、Cr、Mn、Fe、Ni、Cu、As、Se、

Sb、Ba、Pb、Cdの 22成分を用いた。なお、検出下限

値未満の値は、検出下限値の 1/2として扱った。次に

因子数について、繰り返し計算に基づく堅牢性の確認

等により７に決定した。次に発生源の要素として硫酸

系二次粒子、硝酸系二次粒子、二次有機粒子、石油燃

焼、石炭燃焼、鉄鋼業、廃棄物燃焼、バイオマス燃焼、

自動車排気、ブレーキ粉じん、海塩粒子、土壌粒子を

設定し、得られた７つの因子について構成成分の情報

をもとに発生源要素を振り分け、寄与率（図９）を算

出した。 

図９をみると、CMB 法に比べて季節による寄与率の

変化が大きく、春季と夏季は硫酸系二次粒子＋二次有

機粒子、秋季は廃棄物焼却＋石炭燃焼＋海塩粒子＋バ

イオマス燃焼と自動車排気＋ブレーキ粉じん、冬季は

硝酸系二次粒子と自動車排気＋ブレーキ粉じんの割合

が高かった。春季及び夏季は光化学反応により二次生

成が活発化した影響、秋季は野焼きをはじめとするバ

イオマス燃焼の影響、冬季は気温の低下により二次生

成した硝酸アンモニウムの平衡が粒子側に傾いた影響

が推定される。 

また地点の特徴として、臨海部の田島や池上におけ

る石油燃焼や鉄鋼業が内陸部の高津と比較して大きな

寄与を示し、道路沿道である池上では、全ての季節を

通じて他の２地点より自動車排気＋ブレーキ粉じんの

寄与が大きかった。それぞれ、臨海部の発生源の影響

や自動車の影響をより強く反映したものと考えられる。 

33..66..33  発発生生源源寄寄与与率率のの推推定定結結果果及及びび考考察察  

今回行った CMB法と PMF法による解析結果を併せて

みると、寄与率を直接比較するには難があるものの、

石油燃焼、鉄鋼工業や自動車排気などは季節及び地点

における特徴が一定程度、同様の傾向を示し、本市に

おける PM2.5各発生源寄与の実態を少なからず反映し

ていると考えられる。 

しかし、CMB法では解析に用いる発生源プロファイ

ルが本市の実態を反映しているとは限らないこと、PMF

法では分離が不十分となることなど、いずれの解析法

においても問題点があるため、それらを解決していく

ことで、より精度の高い発生源寄与率の推定ができる

ものと考えられる。  
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図９ PMF法による発生源寄与率 

 

４４  ままととめめ  

(1) 2018年度における市内３地点の PM2.5年平均濃度

は、田島 10.7 g/㎥、高津 10.8 g/㎥、池上 12.2 g/
㎥であり、道路沿道である池上で濃度が高かった。 

(2) PM2.5中の水溶性イオン成分は、NO3- 、SO42-、NH4+

といった二次生成粒子成分が大半を占めた。夏季は

SO42-が陰イオンのほとんどを占め、冬季では NO3-の割

合が増えて SO42-と同等であった。 

(3) PM2.5中の炭素成分は、OCは一般環境と道路沿道

で大きな差異がみられなかったが、ECは道路沿道で

濃度が高かった。 

(4) 二次有機粒子の指標となる WSOC は、道路沿道と

一般環境でほぼ同じ濃度で、季節変化もわずかであ

った。 

(5) PM2.5中の無機元素は、自然発生源由来である Na、

Al、K、Ca、Feが多く含まれていた。測定地点によっ

ては、固定発生源や移動発生源の影響がみられ、季

節によっては風向の影響もみられた。 

(6) 2018年度は春季の PM2.5質量濃度が最も高かった

ものの 2017 年度の春季に比べると低くなっており、

これについて二次生成反応が相対的に低調であった

ことが要因として推察された。 

(7) PM2.5 の発生源寄与率の推定では、本市の発生源

の特徴である石油燃焼、鉄鋼工業や自動車排気の寄

与が確認された。 
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